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　連結財務諸表を作成する場合、親会社およ
び子会社が採用する会計処理については、原
則として統一しなければならないこととされ
ている。
　しかし、実務対応報告第18号「連結財務
諸表作成における在外子会社の会計処理に関
する当面の取扱い」では、在外子会社の財務
諸表が、国際財務報告基準または米国会計基
準に準拠して作成されている場合には、当面
の間、これらを連結決算手続上、利用するこ

とができるとされている。
　ただし、①のれんの償却、②退職給付会計
における数理計算上の差異の費用処理、③研
究開発費の支出時費用処理、④投資不動産の
時価評価および固定資産の再評価、⑤少数株
主損益の会計処理の5項目については、修正
額に重要性が乏しい場合を除き、連結決算手
続上、当期純利益が適切に計上されるよう在
外子会社の会計処理を修正する必要があると
されている。

　今回、企業会計基準委員会が実務対応報告
第18号の見直しに着手したのは、平成20年
4月1日以後開始する連結会計年度から適用
された後、IFRSおよび米国会計基準がいく
つか改正されており、日本基準との差異が生
じているからだ。
　改正された主な会計基準は表のとおりと
なっている。

多くは修正の必要なし
　7月24日に開催された実務対応専門委員
会では、改正されたIFRS等の多くについて
は修正項目に追加するほどの重要性はないと
の判断が示されている。この点、実務対応報
告第18号は、“当面の取扱い” との性格上、
修正5項目への追加は必要最小限にすべきと
の考えが背景にあるようだ。

　企業会計基準委員会（ASBJ）は基準諮問会議からのテーマ提言を踏まえ、実務対応報告
第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の見直し
に着手した。実務対応報告第18号が適用されてから5年が経過しているが、その間に国際財
務報告基準（IFRS）等の改正が行われており、日本基準との差異が新たに生じているため
である。
　追加修正項目としては、IFRS第9号「金融商品」における資本性金融商品のOCIオプショ
ンに関するノンリサイクリング処理などが挙がっている。

のれんの償却などの5項目は修正が必要

実務対応報告第18号公表後のIFRSがターゲット

検討項目はIFRS第9号「金融商品」の3点

在外子会社の会計処理、
修正する追加項目は？
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　しかし、IFRS第9号「金融商品」におけ
る①資本性金融商品のOCIオプションに関
するノンリサイクリング処理、②金融負債の
公正価値オプションにおけるノンリサイクリ
ング処理、③非上場株式の公正価値測定に関
しては修正項目に追加する方向で検討が進め
られている。
リサイクリングする方向に修正へ
　たとえば、①に関しては、IFRSでは売買
目的保有でない資本性金融商品への投資につ
いて、当初認識時に公正価値変動をその他の
包括利益（OCI）に表示することになり、
OCIに表示された金額は、売却等が行われた
場合でも事後的に純損益に振り替えてはなら
ないとされている。一方、日本基準では、そ
の他有価証券の評価差額はOCIに計上後、
売却や減損等がなされた場合に純損益にリサ
イクリングされることになる。
　この点、企業会計基準委員会では、ノンリ
サイクリング処理は「当期純利益を測定する
上での費用配分」の観点で日本基準の考え方
と大きく乖離するため、修正項目に追加し、
在外子会社が資本性金融商品の処分または減

損を行った際には、OCIを純損益にリサイク
リングするとの方向性を示している。
　また、前述②の金融負債の公正価値オプ
ションにおけるノンリサイクリング処理につ
いても、純損益を通じて公正価値で測定する
ものとして指定した金融負債の公正価値の変
動のうち当該負債の信用リスクの変動に起因
する金額はOCIに表示しなければならず、
OCIに表示された金額は、その後、当期純利
益にリサイクリングすることは禁止されてい
る。日本基準の考え方とは大きく異なるた
め、修正項目に追加し、在外子会社が金融負
債の期限前償還等を行った際には、OCIを純
損益にリサイクリングすることを求める方向
となっている。
非上場株式、IFRSでは公正価値
　③の非上場株式に関しても、IFRSではす
べて公正価値で測定することとされている
が、日本基準では取得価額をもって貸借対照
表価額とすることとされており、大きな差異
が生じている。このため、今後の検討項目と
なっている。

＜基準雇用者数＞

※A社の株主である親会社に対するＢ社株の割当てを省略

【図7】 営業権に関する議論は不毛？

【図表1】公認会計士試験制度の概要
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【図3】本件自己株式の譲渡の概要（平成16年5月期）
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※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。

※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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【図】適用実態調査の実施のイメージ

【図】試験の各段階にける通過率について（例示）

【図】ダイナミック・アプローチ（イメージ）

【図】有価証券報告書等の提出遅延に係る改正案

【表】実務対応報告第18号公表後に公表または改正された主なIFRSおよび米国会計基準
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▶仮に、二段階目の試験の受験要
件に実務経験を求めることとした
場合に、どのように考えられるか
▶監査業界や経済界が一段階
目の合格者を採用しないの
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▶一段階目の合格者に順位を通知
すること等により、実務経験の機
会を確保することができるか
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（1）上場会社のコーポレート・ガバナンスに関する開示の充実
（2）有価証券報告書の定時総会前提出
（3）信託等を利用した従業員持株制度（日本版ESOP）の開示
（4）「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」の公表を踏まえた連
結財務諸表規則等の改正

（5）「金融商品に関する会計基準」の改正等に伴う財務諸表等規則等の改正
（6）「工事契約に関する会計基準」等の公表に伴う財務諸表等規則等の改正
（7）「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」等の公表に伴う財務諸表等規則等の改正
（8）継続企業の前提に関する注記等
（9）その他
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通常ポストで取引 監理銘柄（確認中）に指定

3つの要件を満たした場合

【図】加入対象者の範囲の拡大

【参考】「事業再生に係るDES（Debt Equity Swap：債務の株式化）研究会報告書」より抜粋

特別目的会社は、「資産の流動化に関する法律」（資産流動化法）上の特定目的会社および事業内
容の変更が制限されているこれと同様の事業を営む事業体であること❶
特別目的会社は、譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に享受させる
ことを目的として設立されており、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されていること❸

子会社に該当しないものと推定子会社に該当しないものと推定

3．具体的な事例へのあてはめ
（2）回収可能部分を含むDES
　合理的に回収不可能とされた部分に加え、回収可能とされた部分もDESを行う場合、現物出資
債権の評価は回収可能額となる。このため、債権の券面額と回収可能額の差額が債務者側で債務消
滅益（債権者側では譲渡損）として認識されることとなる。下図では、回収不可能債権100に加
え、回収可能債権100についてもDESする場合に、現物出資債権の評価額は100となる。

※　通過率は、その段階の試験の合格者数を前段階試験の合格者数（一段階の試験の場合は受験者数）で単純に除したもの。
　　前年以前の前段階試験の合格者等がいるため、前段階試験の合格者数が次段階試験の受験者数とはならない。

（出典：金融庁）

債務者

資産＋損益見込み等
600

留保債務
500

債権放棄
300欠損金

500

DES
200

資本100

債権者

支援損
300

債権
1000

債権評価額

債務免除益300
債務消滅益100

借入金 300 債務免除益 300
借入金 200 資本 100
  債務消滅益 100

支援損 300 債権 300
株式 100 債権 200 
債権譲渡損 100

譲渡損
200

回収可能額
100を含む

債務者（支援後）

資産＋損益見込み等
600

留保債務
500

欠損金100 資本200

現物出資債権の評価額
回収可能額が100のため、評価額は
100となる。

❶上場企業 約3,900社

❸会社法大会社 約10,000社から
①、②に含まれるものの数
を除く

有価証券報告書提出会社
（①、②）以外の

（資本金５億円以上、又は
  負債総額200億円以上）

❹①、②、③以外の
株式会社

約250万社から
①、②、③に含まれるものの
数を除く

❷金商法開示企業 約1,000社
（①以外）

平成22年3月期決算法人の有価証券報告書の作成・提出に際しての留意事項平成22年3月期決算法人の有価証券報告書の作成・提出に際しての留意事項

【図表1】雇用促進税制適用のための要件

❶  前期および当期に事業主都合による離職者がいないこと。

❷  基準雇用者数が５人以上（中小企業者等は２人以上）であること。
※　基準雇用者数とは、当期末の雇用者の数から前期末の雇用者の数を引いたもの。

❸  基準雇用者割合が10％以上であること。
※　基準雇用者割合とは基準雇用者数を前期末の雇用者の数で割ったもの。

❹  給与等支給額が比較給与等支給額以上であること。

❺  雇用保険法5条1項に規定する適用事業を行っていること（風俗営業等は対象外）。

※　給与等支給額とは、当期の所得の金額の計算上損金の額に算入される給与等（雇用者に対して支給されるものに限る）の支給額をいう。
※　比較給与等支給額とは、「前期の給与等の支給額+（前期の給与等の支給額×基準雇用者割合×30％）」で計算した額となる。
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